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はじめに 

 

都市機能が集中する市街地などで局地的に地表面温

度が高くなる現象が問題となっている。このような現象

を把握するため，近年では高分解能衛星が利用されてい

る。本研究では IKONOS 画像を用いて土地被覆分類を

行い，用途地域区分毎の各被覆面積割合を把握した。画

像は 2006 年 8 月 11 日に撮影された富山県富山市の市街

地を含む画像であり，およそ 25km2 の範囲である。 

 
１．分類方法及び使用データ  

 
筆者ら(前崎・大西，2012)は大西ら(2008)の研究を

参考にエキスパート分類手法によって被覆を 11 項目に

分類し，その精度の検証を行った。本研究では，この分

類結果を市街地・郊外の 2 つのエリアに分割し，被覆割

合を明らかにした。次に LIC 都市計画用途地域データ

（富山市）1)を用いて各用途地域における被覆面積割合

を把握した。 

 

２．結果および考察 

 
分類画像の精度の結果は全体において 75.76%であっ

た。表 1 に市街地および郊外の土地被覆面積割合を表す。

郊外の緑地面積（水田，畑，樹木，草地）の割合は 50％
を超えており，市街地では全体の約 25％を占めていた。

一方，市街地でのアスファルトの面積割合は約 21％と比

較的大きいことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

次に用途地域別の面積割合を把握した。対象エリア内

の用途地域は商業地域などを含む 10 地域であった。代

表的な結果として商業地域の結果を図 1 に示す。この結

果，緑地面積の割合は商業地域全体の約 14％であり，こ

の緑地面積の割合は表 1 の市街地の割合と比較して約

10％小さいことがわかった。 

 

おわりに 

 

本研究ではエキスパート分類手法を用いて高精度土

地被覆分類を把握した。今後他の分類方法を用いて更な

る精度向上を図り，被覆が熱環境に及ぼす影響を明らか

にしたい。 
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表１ 市街地及び郊外における土地被覆面積割合 

図１ 商業地域における土地被覆面積割合 
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はじめに 

 

周囲を海に囲まれている日本列島は、厳しい自然環境

条件を抱えており古くから高潮や津波などによる甚大な

被害を受けてきた。特に高潮は毎年のように発生し、都

市部を中心に人や住家に大きな被害を与えてきた。そこ

で本研究では、海岸線を有する 39都道府県を対象とし、

過去 50 年間における異常気象による被害の実態を明ら

かにし、災害脆弱性を捉えることを目的とした。 

 
１．調査方法 

 
 本研究では国土交通省水管理・国土保全局により発行

されている「海岸統計」を用い、過去 50年間における異

常気象(冬季波浪、梅雨前線豪雨、台風、豪雨・波浪、地

震)が起因となり発生した高潮、津波、波浪による住家被

害の経年変化を捉えた。住家被害には(全壊、半壊、流失、

床上浸水、床下浸水)の 5つの項目が含まれる。 

 

２．結果及び考察 

 
表 1に、住家被害戸数と海岸行政、主要災害の変遷を

示す。本表より、1970年代半ばまでは住家に多大な被害

が発生しているが、これ以後、従前と比べて台風上陸数

や勢力に大きな変動が見られないなかでも被害は減少傾

向を示している。この要因としては、それまでの防波堤

単体による「線的防護」から、1960年半ばに登場した離

岸堤や人工リーフなどの新たな護岸技術の導入により高

潮などの消波を図る「面的防護」への施設転換の効果が

その背景にあるものと考えられる。 

 図 1に要保全海岸線延長あたりの住家被害数を 50年間

の累積数で示す。本図からは、北海道・東北地方および

九州地方において被害密度が低く、東海地方から関東地

方および四国地方南部、近畿地方の太平洋沿岸地域にお

いて高い傾向が見られた。また、日本海側に海岸線を有

する新潟や京都、兵庫などにおいて冬季波浪等により被

害が発生していることが明らかになった。 

 表 1 過去 50年間の住家被害と海岸行政の変遷 

図 1 単位距離で見た 50年間の住家被害の累積 

 

今後は、本結果より明らかになった脆弱な地域を被害

数だけではなく、発災の要因のほか、対策事業等をより

詳細に検討していくことが課題である。 


